
補
　
記

注　平成20年度予算において事項の整理(組替)を行ったため、平成19年度は本事業に係る執行額として整理していない。

※　本事業については、システム最適化の完了に伴い、平成２３年度より「保険給付業務に必要な経費」（№664）において、予算要
求している。

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

労災行政情報管理システムの最適化に係る開発及び運用業者の調達については、「業務・システム最適化指針」（平成
18年3月31日ＣＩＯ連絡会議決定）等に基づき、分離調達を実施しているところであり、各業者については、原則として、一
般競争入札（総合評価落札方式）により選定している。
これにより、本事業の第一の目的である経費の削減が図られている。

見直しの
余地

本事業は、平成18年度から5か年計画で進めている事業であり、平成22年度に労災行政情報管理システムの最適化が
完了する見込みであることから、平成23年度以降はシステムの運用に真に必要な経費に限って要求することとしている。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）
本事業については、必要性を見直し、更なる効率化を図ること。

総事業費(執行ベース) （注） 3,005 4,432

執行率 - 55.5% 74.4%

執行額 （注） 3,005 4,432

23年度要求

予算額(補正後） 1,506 5,414 5,958 5,477 0

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

労災保険給付の迅速かつ適正な支払を行うこと等を目的とする労災行政情報管理システムの開発及び運用。

実施状況
平成18年度から5か年計画で業務・システムの最適化を実施しているところであり、平成20年度末に労働基準行政情報シ
ステムとの端末装置等の共通化を図り、稼働。現在は平成23年5月の稼働を目処に、業務処理の集中化、効率化を目的
とした開発（第Ⅱ期開発）を進めているところである。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

労働者災害補償保険法第2条の2
関係する計
画、通知等

電子政府構築計画（平成15年7月17日ＣＩＯ連絡会議
決定、平成16年6月14日一部改定）、労災保険給付業
務の業務・システム最適化計画（平成18年3月29日厚
生労働省情報政策会議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

①「労災保険給付業務の業務・システム最適化計画」（平成18年3月29日厚生労働省情報政策会議決定）に基づき、
業務・システムの最適化を実施することにより、年間37億円（試算値）程度の経費削減、年間延べ33,531人日（試算
値）分の業務処理時間の短縮を図る。

担当部局庁 労働基準局労災補償部 担当課室 システム最適化推進室長 島浦　幸夫

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 上位政策
労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うととも
に、その社会復帰の促進等を図ること

事業番号 667

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　　　　(厚生労働省)

予算事業名
労災行政情報管理システムの最適化実施に必
要な経費

事業開始
年度

平成18年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

４，４９５百万円（平成２１年度執行額）

労災保険給付業務の業務・システム最適

化計画（平成18年3月29日厚生労働省情

報政策会議決定）に基づく労災行政情報

管理システムの開発及び運用

【総合評価入札等】

１．(株)ＮＴＴデータ

(他２者)

２，０１７百万円

２．伊藤忠テクノソ

リューションズ(株)

８３３百万円

【総合評価入札】

３．ソフトバンクテレコム(株

)（他３者）

１，２９２百万円

【総合評価入札】

システムの開発等 システムのハードウェア・

ソフトウェアのリース及び

保守

機械処理手引印刷費等システムの運用等、統合ネッ

トワーク分担金、拠点LAN保

４．(有)つくる企画（他

１者）

４百万円

【一般競争入札等】

うち事務費３４９百万円

※それぞれの支出先ブロックに係る支出額上位１０者（１、３、４）の支出額は別紙のとおり。



計 4 計 0

印刷製本費 機械処理手引作成費 4

４.(有)つくる企画

費　目 使　途
金　額
(百万円） 費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 687 計 0

人件費 統合ネットワーク移設料 11

物品リース及び保守 統合ネットワーク回線利用に伴う分担金 676

３.ソフトバンクテレコム(株)

費　目 使　途
金　額
(百万円） 費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 833 計 0

人件費 端末等移設料 8

物品保守料 ハードウェア等借入れ（保守） 312

物品リース料 ハードウェア等借入れ（リース） 513

２.伊藤忠テクノソリューションズ(株)

費　目 使　途
金　額
(百万円） 費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,779 計 0

人件費 システム改修費 259

費　目 使　途
金　額
(百万円）

人件費 システム開発等業務 1,520

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

１.(株)NTTデータ

費　目 使　途
金　額
(百万円）



1

（単位：百万円）

№ 支出先 支出額（精算額）

1 (株)NTTデータ 1,779

2 (株)三菱総合研究所 185

3 アクセンチュア(株) 53

4

5

6

7

8

9

10

※小数点以下四捨五入のこと

平成21年度労災行政情報管理システムの
開発等における支出額一覧（上位10者）



3

（単位：百万円）

№ 支出先 支出額（精算額）

1 ソフトバンクテレコム(株) 687

2 伊藤忠テクノソリューションズ(株) 537

3 NTTデータカスタマサービス(株) 50

4 日本ユニシス(株) 19

5

6

7

8

9

10

※小数点以下四捨五入のこと

平成21年度労災行政情報管理システムの
運用等における支出額一覧（上位10者）



4

（単位：百万円）

№ 支出先 支出額（精算額）

1 (有)つくる企画 4

2 (株)内山回漕店 0.4

3

4

5

6

7

8

9

10

※小数点以下四捨五入のこと

平成21年度労災行政情報管理システムの
開発・運用以外の業務における支出額一覧（上位10者）


